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換地部集積班

”農地集積でより良い営農を築こう“

○ 大河原地方農地集積指導チーム ： ９月１日 平成２８年度第１回農地集積活動検討会を実施
○ 仙台地方農地集積指導チーム ： ９月１５日 平成２８年度第２回農地整備事業農地集積推進会議を実施
○ 北部地方農地集積指導チーム ： ８月４日 平成２８年度北部管内農地集積担当者研修会を実施

： ９月２１日 平成２８年度活性化計画及び促進計画の変更事務所ヒアリング
を実施

○ 栗原地域農地集積指導チーム ： ７月２６日～２８日 平成２８年度第１回農地集積戦略会議を実施
： ８月４日 平成２８年度北部管内農地集積担当者研修会を実施

○ 登米地域農地集積指導チーム ： ８月３日、５日 平成２８年度第１回農地集積推進戦略会議を実施
○ 東部地方農地集積指導チーム ： ７月１４日～２０日 平成２８年度第１回農地集積戦略会議を実施
○ 農村整備課 ： ９月２７日、２９日 平成２８年度活性化計画及び促進計画の変更ヒアリング

を実施

○ みやぎ農業振興公社 ： ７月１３日 平成２８年度第３回地域コーディネーター情報交換会を実施
○ 宮城県土地連集積班 ： ９月９日 宮城県農地集積アドバイザー研修を実施

農地集積に関する各地の主な行事等

岩沼地区で震災を契機に設立された農事組合法人 寺島生産組合の稲刈り作業風景



　

　

　

　

　

　

事 業 名：農山漁村地域復興基盤整備事業

農地整備事業（経営体育成型：面的）

関 係 市 町 村：岩沼市

工 期：平成２４年度～平成３２度

受 益 面 積：Ａ＝６８９．３ｈａ

農 家 戸 数：８５１戸

総 事 業 費：１１，８５０百万円

Ｈ２７実績集積面積：２５７．１６ｈａ（うち面的２２２．２０ｈａ）
Ｈ２７実績集積率：３７．４１％（うち面的３２．３２％）
Ｈ３６目標集積面積：４２１．４７ｈａ（うち面的４１９．０６ｈａ）
Ｈ３６目標集積率：６１．１４％（うち面的６０．７９％）

大川地区

 

１．地区のようす

今回紹介する農事組合法人寺島生産組合は、地区内で既存の法人１つと新たに７つの法人、合わせて８つの

法人が計画された中で３番目として平成２５年２月１５日に設立された法人です。

同法人の設立のきっかけは、東日本大震災の津波被害により３２戸の農家は農業機械を全て流され、個々で

の再建はあまりにも負担が重過ぎるとあきらめ、自宅の改修や建て直しを優先したところに行政から大規規模化

を条件に支援の話を受け、農家全戸が１０数回集まって今後の農業について話し合い、法人設立の立ち上げを

決定し、発起人を募った結果、３名が発起人となり、岩沼市農政課、亘理農業改良普及センター、ＪＡ名取岩沼の

支援を受け地域農業の復興のため法人化しています。

設立で大変苦労したことは、中心と成る人が不足し法人設立に必要な人数が集まらなかったこと。特に津波に

よる損失が大きく、挑戦する人がいなかったことです。

構成員は現在、発起人の３名で水稲や大豆を中心に経営し、地域農業を展開しています。

地区の基盤整備関連経営体育成等促進計画では、８つの法人が占める地区全体の集積面積割合は４９．１％

（集積面積３３８．５３ｈａ）で、うち当法人は５％（３４．６２ｈａ）を担う事になっています。

仙台市

岩沼地区

岩沼地区は宮城県のほぼ中央の東側に位置し、一級河川白石川、阿武隈川、五間堀川、志賀沢川、貞山運河
等から肥沃な耕土に豊かな水を供給し、稲作を主体に都市近郊の優位性を生かし野菜・花きなどの園芸作物との
複合経営を中心に展開されています。

その肥沃な耕土を襲った東日本大震災に伴い発生した津波で壊滅的な被害を受け、工事は単なる原形復旧でな
く、農地の大区画による農地集積を図り、効率的な土地利用と営農方式を導入し、地域農業の再構築を進めてい
ます。

震災前のほ場は１０ａ～３０ａ区画で整備されていましたが、被災を契機に農作業の効率化をめざし、区画の形状
を標準区画（５０ａ）又は大区画（１ｈａ）で行っています。

地区の農家戸数は現況で８５１戸、うち大規模経営農家は１３戸、農業生産法人２法人（参加農家戸数１１戸）と
集落営農組織１組織（参加農家戸数９戸）でありました。その中から新たに地区の担い手として大規模経営農家２
４戸、農業生産法人８法人（参加農家戸数５０戸）を目標に育成を図った結果、既に個別担い手２４戸と法人は平成
２５年１２月までに設立されている地区です。

仙台市

２．法人化への支援ときっかけ



（１）概要
　　・名称：農事組合法人　寺島生産組合　　
　　・構成員：３人　　　
　　・役員数：３人（代表理事１名、理事１名、監事１名）
　　・法人の経営面積：水田５４．０ｈａうち地区内５３．０ｈａ（全て利用権設定による集積）
　　・作付作物：水稲・大豆・施設野菜（ほうれん草）

（２）法人設立までの経緯
　　・Ｈ２３年３月１１日　津波被害
　　・Ｈ２３年７月～Ｈ２４年５月　生産組織設立勉強会（地権者３２戸参加）
　　・Ｈ２４年６月１５日　寺島生産組織設立（任意組織）農家戸数６戸、オペレーター５名
　　・Ｈ２４年７月～Ｈ２４年１２月　法人設立勉強会（地権者３２戸参加）
　　・Ｈ２５年１月～Ｈ２５年２月　法人設立準備（地権者３１戸参加）
　　・Ｈ２５年２月１５日　設立総会
　　・Ｈ２５年２月１５日　法人登記
　　・Ｈ２５年２月２８日　認定農業者取得

（３）経営計画（５年後（Ｈ２９年度）の目標数値）
　　・耕作面積：７０ha
　　・販売高：６０，０００千円
　　・５年後の目標数値の見直し

（４）法人の目標
　　　①優良農地を耕作放棄地から守り将来へ維持継続すること。
　　　②魅力ある農業をめざし、攻めの農業を進め六次産業化に取り組む。

（５）組織図

（６）経営規模（実績） （単位：ｈａ）

1年目 2年目 3年目 3年目 目標

H25 H26 H27 H28 Ｈ○○

水稲 13.0 13.0 27.0 37.0

大豆 28.0 29.0 17.0 18.0

計 41.0 42.0 44.0 55.0 70.0

※Ｈ２８年産の１０ａ当たりの収量（ひとめぼれ９．５俵、つや姫９俵、東北１９４号９．５俵、みやこがね餅８．５俵程度。

（７）地区の集積と法人の実績 （単位：ｈａ、％）

H25 H26 H27

地区集積面積 126.4 209.0 257.2

地区集積率 21.9 36.2 37.4

うち面的集積面積 28.3 112.5 222.2

うち面的集積率 4.9 19.5 32.3

法人集積面積 30.0 29.1 33.5

法人集積率 5.2 5.0 4.9

うち面的集積面積 9.0 17.1 33.3

うち面的集積率 1.6 3.0 4.8
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（８）施設設備
　　【機械の効率化を図るため、大型機械の導入と新たな施設の建設】
　○トラクター
       ・75ps ３台
       ・24ps １台
　○田植え機
　　　・８条植え ２台
　　　・６条植え １台
　○コンバイン
　　　・６条刈り ２台
　　　・汎用機（大豆用） １台
　○乾燥機(ミニライスセンター)

２台
　○その他
　　　・播種機、ブームスプレーヤー外

（９）生産販売品目
　　【水稲、大豆を主品目とした栽培の展開】
　○水稲（ひとめぼれ、つや姫、東北１９４号、みやこがね（餅米））
　　と大豆の受託面積の拡大。
　○地域と連携した六次産業化（例えば味噌の生産）
　○葉物野菜の栽培により通年現金収入の確保。
　　　※ほうれん草は、年２～３回作付し、作業人数は延べ１５０人程度。

（１０）農地集積
　　【地区内外の農地の受託集積を進め法人化の強化を図る】
　○農地中間管理機構事業の活用による経営規模の拡大。

（１１）活動の特徴
　　【減農薬による環境保全米の生産】
　○移植栽培による環境保全米を栽培している。
　　　　※ひとめぼれを農協に出荷。

　　【農地・水保全管理の活動】
　○当法人として、「寺島環境保全組織」へ登録し、法人のメンバーが組織の役員も
　　 兼務し、環境保全活動に必要な機械の貸出や作業に協力している。

（１２）担い手の育成
　　【後継者】
　○今のところ設立したばかりで経営基盤の安定化が第一目標である。
　○その上で、後継者には地元の地権者から選択して育成して行きたい。

（１３）地域貢献
　　【地域との交流】
　○毎年ではないが収穫祭的なものを多面的直接支払い活動に合わせ１１月頃
　　 実施している。

（１４）その他
　　【法人化に向けての提言】
　○法人化への取り組みは、経営の安対化と後継者の育成である。そのためには生活できる収入の確保が絶対条件。
　　 焦らずに息切れしないよう注意し、取り組む事が大切である。

　　　・８０石 今年の稲刈り作業 籾の運搬作業

ミニライスセンターへの搬入作業

乾燥機の操作盤

育苗ハウスで収穫する「ほうれん草」



農地集積アドバイザー研修

去る９月９日、宮城県土地改良会館に於いて、農地集積アドバイザー研修会が開催された。
この研修は、本会主催で平成２６年度から毎年、現任アドバイザーを集めて実施しているものです。
研修目的は、農地集積等に関する指導・助言の知識を高める研修で、これまでの実践を踏まえ、県内の農地集積

の推進に向け、今年は第５期生として新たに７名が就任し、継続者も含め１４名体制で活動に当たることに成りま
す。

特に、農地整備事業と農地中間管理事業との連携が掲げられており、今回は、宮城県農地中間管理機構を担う
「みやぎ農業振興公社」の担当者を講師に招き中間管理事業の制度変更を踏まえ、農地集積バンクの活用例を中
心に学んだ。

また、今回、新たに農地集積アドバイザーに就任して頂いた「草刈宏明公認会計士・税理士事務所」の草刈氏には
法人に関する会計処理と税の取扱い等について講義を頂いた。

＜研修項目＞
（１）農地集積アドバイザーと農地集積について

① 農地集積アドバイザーの役割と活動実績 集積班：保科班長
② 農地集積の概要 農村整備課：遊佐技術主査

（２）研 修
①「農地中間管理事業」の取り組み状況について

（社）みやぎ農業振興公社：農地班副参事（班長）板橋 武人 氏
② 法人運営に関する税務・会計について

草刈宏明公認会計士・税理士事務所：代表 草刈 宏明 氏

最後に、全体による意見交換を行い研修会を終えました。

県からの農地集積概要に関する説明 公社からの中間管理事業に関する説明

アドバイザーによる法人運営に関する講演 研修会に参加したみなさん



当該事業
受益面積(ha)

（年次目標）H27

大河原 12 806.3
仙台 13 1,674.2
北部 48 10,993.5
栗原 23 2,730.0
東部 21 3,218.6
登米 16 2,501.7

県全体 133 21,924.3

地区数
Ｈ２７実績

75.6%
66.5%
68.3%

513.8
1,038.7

管内

66.3%

67.2%

利用集積面積(ha)

7,285.7
2,062.9
2,140.9
1,707.4

集積率
63.7%
62.0%

14,749.5
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H23 H24 H25 H26 H27

129地区 131地区 132地区 133地区 133地区

受益面積 21,036.5 21,537.5 21,829.2 21,931.4 21,924.3

集積面積 13,466.0 13,771.1 13,991.3 14,453.2 14,743.2

集積率 64.0% 63.9% 64.1% 65.9% 67.2%
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平成２７年度農地集積面積・集積率（確定値）宮城県全体

大河原 仙台 北部 栗原 東部 登米

12地区 13地区 48地区 23地区 21地区 16地区

受益面積 806.3 1,674.2 10,993.5 2,730 3,218.6 2,501.7

集積面積 513.8 1,038.7 7,285.7 2,062.9 2,140.9 1,707.4

集積率 63.7% 62.0% 66.3% 75.6% 66.5% 68.3%
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平成２７年度農地集積面積・集積率（確定値）管内別

平成２７年度 農業経営高度化支援事業実施状況（確定値）

平成２７年度の実績が左記
のとおり確定しました。

昨年度実績６５．９％から
１．３ポイント増え６７．２％に
なりました。


